
 
 

  〒550-0012 大阪市西区立売堀一丁目 3 番 13 号 

  TEL 06-4390-5101  担当：渡部 

創業から 30 年以上に渡り、環境影響評価を取り扱っ
てきた環境影響評価の専門家集団として、クリーン
エネルギーの拡大による低炭素社会の構築を後押し
します。 
 

 

■太陽光発電事業に対する国民の不安 

 

 

 

 

■行政の動き 

2019 年夏予定 答申に基づく内容で、環境影響評価法施行令改正手続き 

2019 年 4 月  中央環境審議会答申「太陽光発電事業に係る環境影響評価の在り方について」答申 

        →太陽光発電事業が法アセスの対象（一種 4 万 kW、二種 3 万 kW） 

2018 年 6 月  和歌山県太陽光発電事業の実施に関する条例 

        →50ｋW 以上の発電事業に対し、ミニアセスを義務付け 

2017 年 7 月  太陽光発電施設等と地域環境との調和に関する条例 (兵庫県) 

        →1,000m2以上の事業区域規模は関係者への説明を義務付け（規模用件は自治体により異なる） 

 

   事業内容を住民に丁寧に説明することが求められ、環境配慮について検討する必要性が 

   高まっています。この傾向は全国の自治体に拡大しています。 

                           

■環境影響評価の実施手順 

環境への影響は以下の流れで分析し、報告書にとりまとめます。 

 

             →事業計画を把握します 
 

             →法指定状況や社会環境、自然環境について既存資料から整理します。 
 

             →事業計画と地域特性から影響を与えそうな要因を把握します。 
 

             →さらに、より具体的な環境影響要因を把握します。（下表に例） 
 

  

       ↓ 

   現地調査のほか、科学

的手法にもとづいた定

量的予測、評価を行い、

事業の影響をわかりや

すく報告書にとりまと

めます。 

 

太陽光発電事業で環境影響評価の必要性が高まっています 

 

土砂災害 
景観の悪化 
水質悪化、光害 
廃棄物（鉛等） 

事業の把握

地域の特性整理

環境影響要因の整理

環境影響評価項目の設定

調査、予測、評価
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